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平成２８年度 大学等における産学連携等実施状況について 

 

 

１ 調査内容 

（１） 調査期日：平成２９年３月３１日現在 

（２） 調査対象：国公私立大学（短期大学を含む）、国公私立高等専門学校、大学共同利用 

     機関（計１，０５６機関） 

（３） 調査項目：民間企業等との共同研究、受託研究、治験の実績、知的財産の創造・管理・ 

活用等 

 

２ 調査結果の主な概要 

（１） 民間企業からの研究資金等受入額 

○「未来投資戦略２０１７」（平成２９年６月閣議決定）において、平成２６年比で平成 

３７年までに企業から大学等への投資を３倍増とすることが政府目標とされているとこ

ろであるが、平成２８年度における民間企業からの研究資金等の受入額（共同研究・受

託研究・治験等・知的財産権等収入額）は約８４８億円と、前年度と比べて約８３億円

増加（１０．９％増）し、本調査開始後（平成１５年度以降）、初めて８００億円を超え

た。 

○民間企業との大型研究（１件当たり１，０００万円以上の共同研究・受託研究）におい

て、「研究費受入額」は約２７３億円と、前年度と比べて約３１億円増加（１２．７％

増）し、「研究実施件数」は１，０９３件となり、前年度と比べて１２４件増加 

（１２．８％増）した。 

 

文部科学省では、産学連携等の実施状況について広く把握し、今後の産学連携等施策

の企画・立案に反映させることを目的として、全国の大学等を対象に産学連携等の実施

状況を毎年調査しています。 

このたび、平成２８年度における実施状況を取りまとめましたので、公表します。 



（２）民間企業を相手とした共同研究 

○民間企業との共同研究において、「研究費受入額」は約５２６億円と、前年度と比べて 

約５８億円増加（１２．５％増）し、本調査開始後（平成１５年度以降）初めて５００

億円を超えた。また「研究実施件数」は２３，０２１件となり、前年度と比べて 

２，２００件増加（１０．６％増）した。 

 

（３）民間企業からの受託研究 

○民間企業との受託研究において、「研究費受入額」は約１１６億円と、前年度と比べて約

６億円増加（５．５％増）し、４年連続で１００億円を超えている。また「研究実施件

数」は７，３１９件となり、前年度と比べて１７４件増加（２．４％増）した。 

 

（４）知的財産 

○特許権などの知的財産権等による収入額は約３５．５億円と、前年度と比べて約０．６

億円増加（１．７％増）し、本調査開始後（平成１５年度以降）、初めて３５億円を超

えた。 

○そのうち、特許権におけるランニングロイヤリティの収入額は約９．０億円と、前年度

と比べて約１．０億円増加（１３．１％増）となり、毎年増加傾向にある。 

 
（５）産学官連携による共同研究強化のためのガイドラインに係る取組状況 

平成２８年１１月３０日付けで作成された「産学官連携による共同研究強化のための

ガイドライン」に記載されている内容の取組状況を調査した。 

○産学官連携本部等を設置している機関は２８９機関であり、うち、専門的な資格を有す

る者を配置している機関は１１３機関であった。 

○共同研究について、産学官連携本部等が組織的に関与した件数は８，１５５件であり、

共同研究実施件数全体の約３０．２％であった。 

○大学等と民間企業等との間で、大学の役員等が定期的に意見交換を行っている企業数は

１，０６３社であった。そのうち、大学の役員等が定期的に意見交換を行い、共同研究

の実績がある企業数は３５１社であり、大学の役員等が定期的に意見交換を行っている

企業数の約３３．０％であった。 
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